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本研究では，兵庫県但馬地区を対象として将来のエネルギー需要減少を与件とした上で2030年度におけ

る新エネルギーでの地域エネルギー自給効果を推計した．世帯総数は2010年から2030年にかけて15%減少

するとし，ケースBでは新エネルギー供給施策（間伐材からのペレット生産，ごみ処理施設での排熱発電，

厨芥のメタン発酵によるガス供給，太陽光発電パネルの設置）が実施，ケースCでは新エネルギー供給施

策に加え省エネルギー機器導入（民生家庭部門における高断熱住宅，高効率空調，高効率照明，高効率給

湯機の導入）が実施されるとした．結果，エネルギー自給率はケースBで36%，ケースCで58%となった．

新エネルギー政策の評価においては，単にポテンシャル推計の下に意思決定を行うのではなく，需要側の

エネルギー削減も考慮した上での政策評価が必要視される． 
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1. はじめに 

 

低炭素社会の実現に向け温室効果ガス（GHG）排出

抑制と化石燃料の使用削減が強く求められており，需要

側における省エネルギー機器導入の促進と，供給側にお

ける低炭素型エネルギー源への更新の両方を着実に進め

ていくことが必要視される．本稿では，農村における低

炭素政策を分析対象とし，エネルギー自給効果ならびに

GHG削減効果を取り上げた． 

エネルギー供給の側面では，バイオエネルギーの利活

用の場として都市部よりも自然資本が豊富である農山村

部が挙げられることが多い．温暖多雨な我が国のバイオ

エネルギー賦存量は約 530PJ（資源作物を除く）と試算

されており 1)，多くの市町村がバイオマス利活用に積極

的に取り組んでいる．しかしながら，総務省による事業

評価 2)では有効性や効率性の評価が十分ではないまま計

画が策定され，結果として構想通りに進んでいない自治

体も多く存在することが指摘されている． 

エネルギー需要の側面では，佐藤ら 3)や倉坂 4)はそれ

ぞれバイオエネルギー，新エネルギーの地域賦存量の把

握を目的としているために供給ポテンシャルの推計に留

まっている．長期的な視点でエネルギー自給を分析する

ためには，人口推移，建物断熱改修，省エネ機器導入等

によるエネルギー需要側の低減効果を考慮する必要があ

る． 

そこで本研究では，農村地域において将来のエネルギ

ー需要減少を与件とした上で，新エネルギー政策の導入

によるエネルギー自給効果とGHG削減効果を評価する

ことを目的とする．対象地域は兵庫県但馬地区，評価年

次は2010年から2030年とした． 

 

 

2. 評価ケースの設定 

 

本研究では3つのケースを設けた（表-1）． 

世帯数の減少は全ケースで共通とし，人口減少に伴う

エネルギー需要の減少効果を考慮した．ケースAは世帯

数の減少のみ考慮し，新エネルギーの導入，断熱仕様・

省エネ機器の導入は行わない．ケースBは供給側の新エ

ネルギーの導入を促進するが，需要側の断熱仕様・省エ

ネ機器の導入は行わない．ケースCは供給側の新エネル

ギーの導入，需要側の断熱仕様・省エネ機器の普及，両
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方が促進されるとした． 

a) 世帯数の設定 

 本稿では兵庫県5)に従い，兵庫県但馬地区は2030年ま

でに2010年度比で15%の世帯数が減少するとした． 

b) 民生家庭省エネルギー機器の設定 

 対象とする省エネルギー対策は，前田ら6)を参考に建

物（断熱仕様），照明機器，OA機器，冷暖房機器，給

湯機器を選定した．ケースA・Bでは2010年度基準のま

ま2030年度まで推移する一方で，ケースCでは，改築さ

れた建物の断熱性能が向上するとともに，4つの機器の

効率が改善されると設定した．なお，現状で電気給湯及

び灯油給湯を使用している世帯には，2030年度にすべて

の世帯に給湯HPが導入されると設定した． 

c) 太陽光発電パネルの設定 

ケースB・Cでは戸建住宅への太陽光発電パネルの普

及が進むとした．太陽光発電パネルに関しては低炭素社

会づくり行動計画7)を参考に，住宅データ8)より取得した

現状値（1.4%）の40倍の導入量（55.0%）が実現される

とした．集合住宅における太陽光発電パネルは，本研究

では導入されない設定とした． 

d) 森林管理施策の設定 

ケースB・Cでは円山川森林計画書9)を基に高齢木への

伐採を行い，伐採した面積と同量の面積に対して植林を

行うこととした．15齢級以上の水土保全林の針葉樹を対

象に，10年に1回面積の30%を間伐し，産出された間伐

材全量を木質ペレット生産用途に利用するとした． 

e) 一般廃棄物エネルギー利用施策の設定 

全ケースで，ごみの全量は各自治体から豊岡市豊岡清

掃センターに輸送・集約され，広域処理化が実施される

とした．ケースB・Cでは，厨芥のメタン発酵から産出

されるバイオガスと，ごみ焼却炉から産出される排熱発

電（場内消費を差し引いた余剰分）が供給されるとした．  

 

 

3. 評価方法  

 

(1) 民生家庭エネルギー需要の推計 

a) エネルギー消費・負荷原単位の算出 

本研究では，世帯数にエネルギー消費原単位，技術係

数改善率を乗じて，民生家庭部門におけるエネルギー消

費量を推計する．エネルギー消費原単位については，気

候ネットワーク10)が作成した世帯構成類型（7類型）ご

とに設定された用途別（冷房，暖房，給湯，厨房，照明，

家電）・エネルギー種別（電力，ガス，灯油）の値を採

用した．  

b) 建て替え・改修時期の設定 

 戸建住宅の建替・改修時期に関して，及川・占部11)の

方法を参考に建築の残存率関数R(t)を式(1)のように設定

した． 
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t：経年数 

α, m：パラメータ 

 パラメータは，及川・占部11)が東京都を対象に調査し

整備した建築構造別のデータを兵庫県住宅統計8)より得

られる構造別戸数（木造・非木造）で重みづけした値

（α=51.75，m=2.361）を用いた．これより，およそ44年

で残存率が0.5（新設建物の半数が建て替え）となった． 

 ただし，今回対象とした但馬地区には，築年数が50年

以上の建物が多く存在し，式(1)を一律に適用すると2010

年に建て替え（または改修）される住宅が非常に多くな

ることが確認された．よって，式(1)の適用は築年数が50

年未満の戸建住宅に限定し，築年数が50年以上の戸建住

宅は前田ら6)に従い5年で20%ずつ建て替え（または改

修）が進むと設定した． 

また，対象地域内の集合住宅に関しては，式(1)の残

存率関数を適用し推計した結果，現状の集合住宅数が少

ないことや今後の世帯数減少が影響し，集合住宅におけ

る建て替え（または改修）される住宅は生じなかった．

将来的には農村地域においても戸建住宅から集合住宅へ

の居住変更が起こり，集合住宅世帯数が増加する可能性

も想定されるが，本研究では現状の戸建住宅・集合住宅

比率は変化しないとし，集合住宅については建物更新が

起こらず，断熱性能は現状のまま2030年度まで推移する

とした． 

 

表-1 比較対象とするケースの設定（2030年度値） 

 
ケースA ケースB ケースC 

世帯数 15%の減少 15%の減少 15%の減少 

断熱仕様・ 

省エネルギ

ー機器の導

入 

2010年度基

準を継続 

2010年度基

準を継続 

断熱性能・

機器効率の

向上，給湯

HPの使用 

太陽光発電 

パネルの導

入 

未導入 

55%の戸建住

宅居住者が

使用 

55%の戸建住

宅居住者が

使用 

森林管理施

策の導入 
未管理 

高齢木の伐

採・植林と

連動したペ

レット利用

事業 

高齢木の伐

採・植林と

連動したペ

レット利用

事業 

一般廃棄物 

エネルギー

利用施策の

導入 

厨芥の分別

回収なし/全

てのごみを

焼却・排熱

発電 

厨芥由来の

バイオガス

供給事業と

ごみ焼却・

排熱発電事

業の併用 

厨芥由来の

バイオガス

供給事業と

ごみ焼却・

排熱発電事

業の併用 
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c) 個別機器・建物断熱性能の技術係数改善率の設定 

 個別機器については，導入ケースでは 2030 年時点で

全家庭で高効率個別機器への買い替えが行われていると

設定した．本稿では前田ら 6)の研究を参考に設定した機

器効率の改善値（表-2）を用いることとした． 

 建物断熱性能については，建築・改修時期に応じた仕

様が導入されるとした．2020 年までは新基準の建物が

50%，次世代基準の建物が 50%の割合で新設（改修）さ

れ，2020 年以降は次世代基準の建物に 100%新設（改

修）されると設定した．断熱改修により，現状ストック

の断熱性と比較すると，暖房負荷原単位は表-3 に示す

のように減少した．このとき，負荷原単位の従来型に対

する削減率は，深沢ら 12)の地域区分別の値のうち，Ⅳ地

域（温暖地域）における値を用いた．深沢ら 12)では本研

究の対象地域の一部分はⅢ地域（準寒冷地域）に指定さ

れており，より高度な断熱が望まれるが，その多くが山

麓地域であり，人口の占める割合も少ないことから，Ⅳ

地域の削減率を一律で用いた． 

 

(2) 太陽光発電によるエネルギー供給量の推計 

 まず，高橋13)の方法を参考に，式(2)を用いて建物の屋

根に設置した太陽光発電の月別・時刻別の出力を天候別

（晴れ，曇り，雨）・月別に算出した．  

KKptpcShHOut A  )(                        (2) 

     Out：太陽光発電出力[MJ] 

HA(h)：時間 hにおける斜面日射量[MJ/m
2
] 

η：モジュール変換効率[-] 

ηpc：パワーコンディショナー運転効率[-] 

 Kpt：月別温度補正係数[-] 

K：その他システムの出力係数[-] 

S：設置面積 [m
2
] 

 

 斜面日射量HA(h)は，太陽光発電用標準データ14)

（METPV-3）を用い，豊岡市の天候（3パターン），月

（12パターン）ごとの36パターンの計算を行った．太陽

光発電パネルの向き（方位角）は70°，パネル傾斜角は

戸建住宅で受光量が最大となる30°とした15)． 

モジュール変換効率η（日射量に対するエネルギー変

換効率）については，表-2に示すように効率が向上する

とした． 

 太陽光パネルの設置面積Sは，式(3)より計算する．設

置率（建物屋根面積に対する太陽光パネル設置面積）は

屋根面積に占める南面の割合16)より0.35，θはパネル傾斜

角30°である． 

パネル設置面積＝建物屋根面積×設置率×1/cosθ        (3) 

ここで，建物屋根面積は一階床面積と等しいとして式

(4)より算出した． 

建物屋根面積＝着工床面積÷容積率×建蔽率       (4) 

月別の太陽電池出力の温度補正係数Kptは式(5)より算

定した．  

)25)(2)((004.01)(  mTmTmhKpt      (5) 

月別の平均気温（℃）は豊岡市の2005年における平均

気温データ17)の値を用いた．ΔTmは太陽電池作動時の温

度上昇幅（℃）であり，5~10月は15℃，11~4月は10℃と

した． 

なお，年間の太陽光発電の利用可能量を算定するため

には，月別に晴れ・曇り・雨の天候別の日数を設定する

必要がある．そこで，気象庁ホームページ17)より得られ

る気象データから，豊岡市の2005年の天候をもとに月別

に天候別の日数を求め，2030年値も同値に従うとした． 

太陽光発電パネル製造・輸送時に必要なエネルギーに

ついては，今村・長野18)より得られたPV設置面積1m
2あ

たりの消費原単位より軽油消費33[MJ/m
2
]，電力消費

224[MJ/m
2
]とした．  

 

(3) 森林管理によるエネルギー供給量の推計 

 対象地の森林計画9)より森林計画区内の水土保全用途

針葉樹林における齢級別単位面積当たり材積成長量を作

成した（図-1）．式(6)，(7)より5年ごとに各齢級面積の

変化を推計し，式(8)，(9)より材積の変化を推計した．

そして式(10)より2030年度における間伐材積を求めた．

本研究では年間間伐率として3%を採用し，15齢級以上

の森林を間伐対象とした．齢級別面積・材積量を図-2に

示す． 

)1()( 5   CSCS tt
 (C≦15)  (6) 

表-2 技術係数改善率の設定値 

 

将来の設定値 

2010年 2020年 2030年 

建物の断熱性能（基準の建物

が建設される割合） 

新基準：次世代＝

50%：50% 

次世代

＝100% 

照明 機器[lm/W] 100 150 

OA機器 

（現状を1とした際の比率） 
1 3/4 1/2 

高効

率HP 

(COP) 

冷暖房 

エアコン 

冷房 4.50 5.45 6.36 

暖房 5.00 6.00 7.00 

給湯ヒートポンプ 3.00 3.50 4.00 

太陽光発電パネル 

（モジュール変換効率[%]） 
10.0 12.5 15.0 

 
表-3 戸建住宅暖房負荷原単位の減少率（2010年比） 

建て替え時期 減少率 

2010年～2020年 0.460 

2020年～2030年 0.268 
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)51()1()( 5 kCSCS tt  
 (C >15) (7) 

)1()1(

)1()(

5

5









CWCS

CVCV

t

tt  (C ≦15) (8) 

)1()1(

)51()1()(

5

5









CWCS

kCVCV

t

tt  (C >15) (9) 

kCVU
C

tt  


15

)(    (10) 

St(C)：t年度におけるC齢級森林面積 

W(C)：単位面積当たりC齢級材積成長量 

Vt(C)：t年度におけるC齢級材積量 

k：年間間伐率 

Ut：t年度における間伐材積量 

 

式(10)より間伐される2030年度の材積量は202千m
3であ

り，森林計画9)の1年間に間伐する材積の目標値210千m
3

と比較しても妥当な数値である． 

求めた間伐材積量に木材比重ならびに枝葉除去率を乗

じることで木質ペレット産出量を推計した．木材比重は

0.31[kg/m
3
]
19)，枝葉除去率は0.77[-]

19)とした．木質ペレッ

トは，①厨芥用メタン発酵槽の加温用途（ガス化・コジ

ェネレーション設備で燃焼），②民生家庭部門の暖房用

途（ペレットストーブで燃焼），③ごみ焼却施設での焼

却・排熱発電利用（家庭ごみと混焼）の順に配分される

とした．民生家庭部門の暖房用途では灯油，LPG，ガス，

電力の順にそれぞれ充填されるものとした． 

 ペレット発熱量は0.02
20)

[TJ/ton]，木質ガスコジェネに

おける熱効率，発電効率はそれぞれ0.25[-]
21)，0.17[-]

21)と

した．森林の間伐ならびに木質ペレット生産プロセスに

おけるエネルギー消費原単位に関しては，土屋・天野22)

を参考に，木材伐採用軽油消費：2.74[TJ/ペレット千ton]，

ペレット製造用電力消費：2.30[TJ/ペレット千ton]，ペレ

ット輸送用軽油消費：0.17[TJ/ペレット千ton]とした． 

  

(4) 廃棄物利用によるエネルギー供給量の推計 

 メタン発酵によるバイオガス発生量は日本有機資源協

会23)を参考に式(11)より算出した． 

バイオガス産出量＝厨芥投入量×TS比×VS比×VS 

分解率×バイオガス発生原単位×バイオガス熱量      (11) 

厨芥投入量は，環境省24)の市町村別データより得た対象

地の1人あたりの生活系ごみ発生量（将来変化なしと設

定）に人口（本研究推計値），ごみ組成25)を乗じて算出

した．本研究では，厨芥は各家庭において100%分別さ

れた状態で回収可能とした．TS比は0.2[-]
22)，VS/TS比は

0.9[-]
22)，VS分解率は0.78[-]

22)とした．バイオガス発生原

単位は881[m
3
/t-VS]

22)，消化工程に要する消費電力は

86[kWh/t-厨芥]
2\6)，バイオガス熱量は22[MJ/m

3
]
22)，加温用

途に使われるメタンガスの割合は産出量の30%
26)として，

加温必要熱量を6.6[MJ/m
3
-メタンガス]と設定した． 

 本研究では，メタン発酵槽の加温に必要な温水は発酵

槽に併設される木質ペレットのガス化・コジェネレーシ

ョン設備によって賄われるとし，同時にコジェネによっ

て生成された電力はメタン発酵設備での使用後，余剰分

は民生家庭部門に供給されるとした． 

 厨芥以外の家庭ごみはごみ焼却炉で焼却し，排熱発電

を行う．またメタン発酵後の残渣もごみ焼却炉に投入さ

れるとした．電力産出量は式(12)より推計した． 

電力供給量＝(ごみ投入量i＋厨芥発酵残渣投入量)  

×低位発熱量換算係数i×排熱発電効率 

－ごみ投入量×焼却炉電力消費原単位   (12) 

ここで，iはごみの種類を示す．厨芥の発酵残渣は含水

率62%
25)，有機分（可燃分）が78%

22)減少した成分でごみ

焼却炉へ投入される．ごみの種類別低位発熱量換算係数

は松藤24)より引用し，排熱発電効率は0.149[-]
28)，焼却炉

電力消費原単位は120[kWh/t-ごみ]
29)とした． 

 2030年におけるごみの収集は，両ケースとも各市町に

おけるごみ処理場(4ヶ所)に収集した後，豊岡市の処理

場に集約される．各処理場間の輸送距離を算定し，各市

町のごみ発生量を基に軽油使用量を推計した．その際藤

井ら30)よりごみ収集車の積載容量は4m
3，燃費は4.0[km/L], 

各家庭から各市町処理場までの単位収集距離は20kmと

した．また焼却灰の輸送には積載重量4t
31)，燃費

 

図-1 但馬地区齢級別材積成長量 

 

図-2 但馬地区森林齢級別面積・材積量 

（水土保全用途針葉樹林） 
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4.7[km/L]
31)のトラックを設定し，輸送距離は実際の埋め

立て地との距離より往復2kmとした． 

 

(5) エネルギー自給率の推計 

 新エネルギーによって民生家庭部門エネルギー需要

（ごみ処理使用エネルギーを含む）をどれだけ賄うこと

が可能かをエネルギー自給率で評価する．本研究では生

産時エネルギー使用量として，製造・運用（太陽光パネ

ル・ペレット・メタンガスの製造，ごみ処理及び発電）

及び輸送（太陽光パネル・ペレットの輸送，ごみ収集）

に関して勘定し，施設建設，断熱改修・省エネ機器の更

新に要するエネルギーは勘定対象外とした．エネルギー

自給率は式(13)により算出する． 

エネルギー自給率＝（新エネルギー供給量－生産時エ

ネルギー使用量）／(民生家庭部門エネルギー需要量  +

ごみ処理使用エネルギー使用量)  

    (13) 

ここで，電力は二次エネルギー換算（1kWh=3.6MJ）で

積算した． 

 

(6) CO2排出量の推計 

CO2排出量は前項で算出するエネルギー消費量にCO2

排出原単位28)を乗じることで算出する．系統電力につい

ては，全電源平均原単位の全国平均32)より0.360[kg-

CO2//kWh]とした．  

ごみ焼却施設においてエネルギー使用に伴うCO2排出

に加えて一般廃棄物の焼却に伴うCH4・N2O排出量，プ

ラスチックの焼却，合成繊維類の焼却，水・薬品使用に

伴うCO2排出量をそれぞれ0.017[t-CO2eq/t]
33)，2.69[t-CO2/t-

dry]
33)，2.29[t-CO2/t-dry]

33)，0.005[t-CO2/ごみ投入量ton]
 31)と

カウントした． 

 カーボンニュートラルの考えの下で，生物資源に含

有する炭素由来のCO2排出は0とカウントする．森林管

理施策に伴うCO2吸収量（生体バイオマスによる炭素固

定量）の変動については，材積（生体バイオマス）の林

齢ごとの成長速度が異なることから，短期的にはCO2排

出量が増加する可能性が指摘されており34)，短期的な

CO2収支を推計する際には留意する必要がある．そこで

本研究では，間伐・植林を実施（ケースB・C）・未実

施（ケースA）の2パターンにおける2010年から2030年ま

での森林材積成長量よりCO2吸収量を計算し，比較をす

ることで森林利用に伴うCO2吸収量の増減を推計した． 

5年あたりの森林CO2吸収量は式(14)より算出した． 

5年あたり森林CO2吸収量＝ 

Σt
t+5Σ齢級St(C)×W(C) ×容積密度× 

地下部補正係数×炭素含有率×44／12    (14) 

ここで，容積密度は0.31[t-dm/m
3
]
18)，地下部補正係数は

1.25[-]
18)，炭素含有率は0.5[t-C/t-dm]

18)とした． 

 

 

4. 算定結果 

 

 (1) 地域内エネルギー需給の推計結果 

図-3 にエネルギー需給バランスの推計結果を示す．

民生家庭エネルギー需要（ごみ処理使用エネルギー含

む）は 2010 年の 3,102TJ に対し，2030 年はケース A で

2,661TJ，ケース Bで 2,668TJ，ケース Cで 1,505TJとなっ

た．ケース Aでは 2010 年値と比較して人口減少により

14%のエネルギー需要の減少となった．ケース Cでは，

さらに省エネ・断熱改修の効果を加味することで 2010

年比 48%の需要減少となった．また，ケース B，ケース

C における新エネルギー導入量はペレットの排熱発電へ

の融通の有無によって異なり，それぞれ 1,108TJ，

1,087TJ と推計され，エネルギー自給率はそれぞれ 36%，

58%と異なる値を取った．新エネルギー政策の評価にお

いては，単にポテンシャル推計の下に意思決定を行うの

ではなく，需要側のエネルギー削減も考慮した上での政

策評価が必要視される． 

ケース Cにおける新エネルギー導入量 1,087TJの内訳

は，木質ペレットによる民生家庭用暖房熱供給が 568TJ

（52%），太陽光発電が 416TJ（38%），ごみ処理施設

における排熱発電 52TJ が（5%），厨芥由来バイオガス

 

図-3 エネルギー需給バランスの推計結果 

 

図-4 用途別・燃料種別エネルギー消費の推計結果 
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供給が 47TJ（4%），木質ペレットのガス化コジェネ産

出電力の融通が 4TJ（ 0.3 %）である． 

エネルギー需要量から供給量を差し引いた用途別・燃

料種別エネルギー消費を図-4 に示す．内訳では LPG・

都市ガスの自給率が低く，地域エネルギー自給という観

点ではガス供給システム，もしくは使用燃料種の転換が

必要である． 

 

 (2) 地域内エネルギー自給政策導入下におけるCO2排出 

量の推計結果 

図-5にCO2排出量の算定結果を示す．推計されたCO2

排出量は2010年，2030年のケースA，ケースB，ケースC

でそれぞれ260kt-CO2，216kt-CO2，147kt-CO2，60kt-CO2と推

計され，CO2排出量は2010年と比べてケースAで17%減，

ケースBで43%減，ケースCで77%減となった．ケースA，

ケースC間の差60%に対し，木質ペレットの民生家庭用

暖房利用によるCO2削減への寄与分が29%を占め，森林

管理施策がとりわけ貢献する結果となった． 

ただし，本研究で設定した間伐・植林実施下では，伐

採後植林した生体バイオマスの成長量が向上するまでは，

短期的に森林材積の増加量が減少するため（図-1参照），

材積に固定される炭素量は減少する．2010年から2030年

までの森林CO2吸収量を間伐・植林時と未実施時で比較

すると，それぞれ6824[kt-CO2/20年]，7922[kt-CO2/20年]で

あり，ケースB・CはケースAと比較して2010年から2030

年の年平均で55kt-CO2の森林CO2吸収量の減少となった．  

図-6に5年あたり森林CO2吸収量の推計結果を示す．短

期的には生体バイオマスによる炭素固定量は減少する．

しかし，長期的に見ると植林した樹木の年間成長量が増

加し，炭素固定量は増加する．つまり，長期的にみると

高齢木を伐採し植林することでCO2固定量は増加するこ

ととなるため，長期的な管理の下では更なるCO2吸収効

果が望まれる．森林の成長速度を踏まえた間伐の実施と

長期的な視点での炭素固定効果の評価が重要である． 

 

 

5. おわりに 

 

 本論文では農村地域において将来のエネルギー需要

減少を与件とした上で，新エネルギー政策の導入による

エネルギー自給効果とGHG削減効果を評価した．得ら

れた結果を以下に示す． 

・ 人口減少や断熱性能向上・省エネ効果を踏まえれば，

新エネルギーで民生家庭部門の58%のエネルギー自

給が達成でき，CO2排出量も77%まで削減可能とな

る算定結果を得た． 

・ エネルギー自給に寄与する供給側施策は森林管理に

よる木質ペレット生産だが，間伐・植林に伴うCO2

吸収効果（炭素固定効果）は短期的には負の影響と

して現れる点に注意が必要である． 

今後の課題としては経済性を含んだ評価，技術係数の

不確実性を考慮した評価が挙げられる． 
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ESTIMATING ENERGY SELF-SUFFICIENCY POTENTIAL IN RURAL AREA BASED ON 
FUTURE POPULATION PROJECTION AND DIFFUSION OF ENERGY-EFFICIENT 

RENOVATIONS 

 

Yohei MATSUDA, Toyohiko NAKAKUBO and Akihiro TOKAI 

 

This study evaluated  the potential supply of new energy and the regional energy self-sufficiency rate in 2030 based on future 

reduction on final energy use due to the decreasing population and the penetration of energy-saving technology.We applied our 

calculation models for Tajima area in Hyogo prefecture as a case study and we set the population in the area would decrease by 

15% relative to 2010 in 2030.The new energy supply policy covered wood pellet utilization, waste power generation, biogas 

energy derived from food waste, solar power installation. The energy saving promotion policy is done by promoting the super-

insulated renovation and the high-efficiency in households appliances (air conditioning, lighting, water heater). We compare 

case B and case C, case B is the implementation of the new energy supply policy, while case C is implementation of the two 

policies. The estimation of the regional energy self-sufficiency rate for case B and case C were 36% and 58% respectively. Our 

results showed that decision making in light of energy reduction effect on the part of demand sector was crucial in evaluating 

new energy policy. 
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